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平成28年度　健全化判断比率の公表について
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　平成１９年６月に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の規定により、地

方公共団体は毎年度、決算に基づいて健全化判断比率等を算定し、監査委員の審査に付した上

で、その意見を付して議会へ報告するとともに、市民の皆様に公表することになりました。

　この法律は、地方自治体の財政の健全性に関する指標の公表制度を設け、その比率に応じて、

財政の早期健全化及び財政の再生等を図るための計画を策定することとし、その計画の実施促進

を図るための行財政の改革を行うことにより、地方自治体の財政の健全化に資すること目的とし

ています。

　早期健全化及び再生等の計画策定の義務等を含めた全体の法律の施行は平成２１年４月からで

すが、財政の健全化に関する比率の公表については、平成２０年４月から施行されています。

　公表するのは、１．実質赤字比率、２．連結実質赤字比率、３．実質公債費比率、４．将来負

担比率（以下「健全化判断比率」といいます。）と５．資金不足比率の５指標です。健全化判断

比率のうち、１つでも早期健全化基準以上である場合は、財政健全化計画を財政再生計画を定め

る必要があります。

　また、資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合は、経営健全化計画を定める必要があ

ります。

　平成２８年度決算に基づき算定された南城市の健全化判断比率及び資金不足比率は、下表のと

おりすべて基準を下回りました。しかしながら、南城市の財政が厳しい状況であることに変わり

はなく、これからも行財政改革を推進していきます。
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